事　業　計　画　書　①
	１．事業名
	

	２．事業種目
	事業区分【該当する事業の数字に○をしてください。】
１．地域の魅力アップ事業　　　　※事業計画書①②を作成してください。
２．地域づくりジャンプアップ事業　
※事業計画書①～③を作成してください。
３．小さな拠点づくり推進事業　　※事業計画書①～③を作成してください。

対象事業　※事業区分が１または２の場合は必ず記載してください。
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	３．事業内容　　　　　　　　　　　　　　　(当該年度内での実施期間を記載）

	[実施期間]　令和　　　年　　　月　　　日　～　令和　　　年　　　月　　　日

	[実施場所]　安来市　　　　町　　　　　　　　　（施設名称　　　　　　　　　　）

	[対象者]　想定する参加者（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　参加者数（見込）　　　　　　　　　　　人（年間延べ人数）
　【定期的な利用等の場合の内訳：月・週　　　　回　×　1回当たり　　　　人】

	[連携または協力団体の有無]
無　・　有（団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	[課題（この事業をしようと思った理由や地域にある問題についてご記入ください。）]



	[目的（この事業で地域をどうしたいかをご記入ください。）]



	[取組内容（事業で何をするのか、具体的に「誰が、どこで、何を、どのように」がわかるようにご記入ください。）]
・
・

	[事業終了予定日とその基準（この事業がどうなったら終了とするかをご記入ください。）]



	[効果（この事業を行うことで地域がどうなるかをご記入ください。）]



	[展望（今後どのように活動を続けていくかをご記入ください。）]



	[これまでの取組との違い（今回の工夫点、新たに何を行うかなど。）]
※同一事業で申請をしたことがある場合のみ記載





事　業　計　画　書　②
	４．事業実施スケジュール（どの時期に何をするのかをご記入ください。）

	時期
	活動内容

	３年　４月
	


	３年　５月
	


	３年　６月
	


	３年　７月
	


	３年　８月
	


	３年　９月
	


	３年１０月
	


	３年１１月
	


	３年１２月
	


	４年　１月
	


	４年　２月
	


	４年　３月
	




※図面、イラスト、写真、見積書など事業内容の参考となるものがあれば添付してください。ただし、提出される書類は、A4判（両面使用可）に統一してください。

※各記載欄は、必要に応じて拡大縮小してください。同一の内容がわかるように記載されていれば、別様式でも結構です。


事　業　計　画　書　③　【地域づくりジャンプアップ事業】
	５．事業の効果　※（　）内の視点から具体的に記載してください。

	[主体性（どういう人たちがこの事業を行うか。住民自らが主体となって行う具体的な作業について。）]


	[公益性（不特定多数の住民の利益に寄与するものか。具体的な利益について。）]


	[発展性（この事業により地域がどう発展していくか、どんな波及的効果があるか。）]


	[継続性（今後、どうやって事業を続けるのか。補助金対象から外れた後の自主財源の確保方法や、継続してやっていける人員体制、組織体制について。]


	[広範性（市内全体を基本とする広域性のある事業か。市内全域を対象としていることがわかる取組として具体的に何を行うか。）]

	６．自主財源の確保方法　※今回の事業の自主財源について

	　※該当のものすべてに○をつけて、続く質問にご回答ください。
[bookmark: _GoBack]　ア．他の補助金等を活用
　　　－具体的に利用予定の補助金名〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
　イ．構成員から会費を徴収する
　ウ．企業・地元住民などから寄付金・協賛金等を募る
　エ．事業収入（参加者から負担金を徴収するなど）
　　　－事業収入の積算根拠〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
　オ．その他
　　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕



事　業　計　画　書　③　【小さな拠点づくり推進事業】
	５．事業の効果　※（　）内の視点から具体的に記載してください。

	[主体性（どういう人たちがこの事業を行うか。住民自らが主体となって行う具体的な作業について。）]


	[公益性（不特定多数の住民の利益に寄与するものか。具体的な利益について。）]


	[発展性（この事業により地域がどう発展していくか、どんな波及的効果があるか。）]


	[継続性（今後、どうやって事業を続けるのか。補助金対象から外れた後の自主財源の確保方法や、継続してやっていける人員体制、組織体制について。]




